
令和５年度 第３回福岡地方最低賃金審議会  資料目次（その１） 

 
 

資料№１  福岡地方最低賃金審議会 第 53期委員名簿  ・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

［福岡県最低賃金 関連］ 

 

資料№２  福岡県最低賃金専門部会 委員名簿 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

資料№３  福岡地方最低賃金審議会 福岡県最低賃金専門部会運営規程  ・・・・・・・３ 

 

資料№４   生活保護と最低賃金（厚生労働省・福岡労働局）・・・・・・・・・・・・・７ 

 

資料№５  令和５年 賃金改定状況調査結果（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・15 

 

資料№６  令和５年 福岡県賃金実態調査結果（福岡労働局）・・・・・・・・・・・・・27 

 

資料№７  賃金分布に関する資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 55 
 

資料№８   福岡県最低賃金額・影響率及び未満率（過去５年間）・・・・・・・・・・・95 

 

資料№９  月例経済報告【令和５年７月】（内閣府） ・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

資料№10  令和５年度 地域別最低賃金額改定の目安について（答申）・・・・・・・・ 

 

 

 



 



（五十音順）（令和５年４月１日任命）

（※１　令和５年６月30日任命）

区分 氏　名 現　職

大
お お

 坪
つ ぼ

　知
と も

 弘
ひ ろ

　弁護士

大
お お

 坪
つ ぼ

　稔
みのる

　九州大学大学院経済学研究院　教授

高
た か

 田
た

　亜
あ

朱華
す か

　弁護士

〇平
ひ ら

 井
い

　佐和子
さ わ こ

　西南学院大学 法学部　教授

◎丸
ま る

 谷
た に

  浩
こ う

 介
す け

　九州大学大学院 法学研究院　教授 　

河
か わ

 村
む ら

  敏
と し

 昭
あ き

　自治労全国一般福岡地方労働組合　書記長

小
こ

 陳
じ ん

　武
た け

 志
し

　日本労働組合総連合会福岡県連合会　副事務局長

長
な が

 嶋
し ま

　良
よ し

 昭
あ き

　ＵＡゼンセン福岡県支部　次長

野
の

 中
な か

　篤
あ つ

 志
し

　日本基幹産業労働組合連合会福岡県本部　事務局長

松
ま つ

 本
も と

　茜
あかね

　ＮＴＴ労働組合　九州総支部　執行委員

伊
い

 藤
と う

　優
ゆ う

 子
こ

　イオン九州株式会社　人事企画部長

中
な か

 村
む ら

  年
と し

 孝
た か

　福岡県経営者協会　専務理事

初
は つ

 田
た

　寿
ひさし

　福岡県商工会連合会　専務理事　※１

松
ま つ

 本
も と

　恭
きょう

 子
こ

　福岡県商工会議所連合会　専務理事

吉
よし

 岡
おか

  秀
ひで

 樹
き

　福岡県中小企業団体中央会　専務理事

（注）◎は会長、〇は会長代理である

福岡地方最低賃金審議会
第53期委員名簿

公
益
代
表
委
員

労
働
者
代
表
委
員

使
用
者
代
表
委
員

資料番号
NO. １



 



 1

 

福岡地方最低賃金審議会 福岡県最低賃金専門部会運営規程 
 
    （規程の目的） 
第１条 この規程は、福岡地方最低賃金審議会福岡県最低賃金専門部会（以 
      下「部会」という。）の議事に関し、最低賃金法及び最低賃金審議会令 
      （以下「審議会令」という。）に定めるもののほか、必要な事項につい 

て定めるものである。 
 
    （会議の招集） 
第２条  部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要と認めたとき 
      のほか、福岡労働局長（以下「局長」という。）または３人以上の委員 
      から開催の請求があったとき、部会長が招集する。 
    ２  前項の規定により局長または委員が会議の開催を請求しようとする場 
      合には、付議事項及び希望期日を少なくとも当該期日の１週間前まで 
      に部会長に通知しなければならない。 
    ３  部会長は会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合の 
      ほか、少なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知 
      するとともに、局長に通知するものとする。 
 
    （小委員会） 
第３条  部会長は、部会の議決により、特定の事案について事実の調査をし、 
      または細目にわたる審議を行うため委員を指名して小委員会を設けるこ 
      とができる。 
 
    （委員の欠席） 
第４条  委員は、部会長が必要があると認めるときは、テレビ会議システム（映

像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をするこ

とができるシステムをいう。次項において同じ。）を利用する方法によっ

て会議に出席することができる。 
２ テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、審議会令 
第５条第２項及び第３項（第６条第６項において準用する場合を含む） 
に規定する会議への出席に含めるものとする。 

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、そ 
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の旨を部会長に適当な方法で通知しなければならない。 
    ４  委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらか 
      じめ部会長に適当な方法で通知しなければならない。 
 

（会議における発言） 
第５条  委員は、会議において発言しようとするときには、部会長の許可を受  
      けるものとする 
 
   (会議の公開) 
第６条 会議は原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情 

報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利 
益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは 
意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は 
会議を非公開とすることができる。 

２ 部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命じるな 
ど必要な措置をとることができる。 

 
    （議事録及び議事要旨） 
第７条  会議の議事については、議事録を作成し、議事録には、部会長及び部

会長の指名した委員２人が署名するものとする。 
    ２  議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、公開する  
      ことにより、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若 
      しくは、団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直 
      な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあ 
      る場合には、会長は、議事録及び会議の資料の一部又は全部を非公開と 
      することができる。 
    ３  議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとす 
      る。 
 
    （報告） 
第８条  部会長は、部会が議決を行ったときは、その都度福岡地方最低賃金審  
      議会長に報告するものとする。 
 
    （その他） 
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第９条  この規程に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項は、部       
会の議決に基づいて定める。 

 
    （規程の改廃） 
第１０条 この規程の改廃は、部会の議決に基づいて定める。 
 
    附則 
      この規程は、令和３年３月１６日から施行する。 
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生活保護と最低賃金の比較について 
（生活保護及び最低賃金は令和３年度のデータを使用） 

 
Ⅰ 前提 

○ 若年単身 生活保護基準１８歳～１９歳・単身世帯 

 ○ 福岡 

  ● 県内最上級地 福岡市 , 北九州市 １級地－２ 

  ● 県内最下級地                 ３級地－２ 

  ● 冬季加算地区 福岡県（全域）   Ⅵ区 

   ● 県内級地別人口 

   ・１級地－1：        0 人  福岡県内該当なし 

・１級地－2：2,551,421 人  福岡市 , 北九州市 

・２級地－1：  303,316 人  久留米市 

・２級地－2：1,477,600 人 大牟田市 , 直方市 , 飯塚市 , 田川市 ほか 

・３級地－1：  376,395 人      ・３級地－2：   426,482 人 

                                計 5,135,214 人 

＊ 令和２年年国勢調査（人口等基本統計）による市町村別人口 
 
Ⅱ 生活保護（人口加重平均） 
 （１）生活扶助基準（令和３年度） 

   ①第１類費及び第２類費（冬季加算を除く） 

    （73,830 円×2,551,421 人＋71,460 円×303,316 人＋71,460 円×1,477,600 

          人＋68,430 円×376,395 人＋66,940 円×426,482 人）÷ 5,135,214 人 

     ＝ 72,040 円① 

   ②第２類費のうち冬季加算（１か月平均） 

    冬季加算地区：Ⅵ区            2,630 円×5÷12 ＝ 1,096 円② 

    ③期末一時扶助費 

    級地別 

     １級地‐２：13,520 円÷12＝1,127 円 

     ２級地‐１：12,880 円÷12＝1,073 円 

     ２級地‐２：12,250 円÷12＝1,021 円 

     ３級地‐１：11,610 円÷12＝  968 円 

     ３級地‐２：10,970 円÷12＝  914 円 

     （1,127 円×2,551,421 人＋1,073 円×303,316 人＋1,021 円×1,477,600 人   

      ＋968 円×376,395 人＋914 円×426,482 人）÷ 5,135,214 人 

 ＝ 1,063 円③ 

 

   生活扶助基準（①＋②＋③） 
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    72,040 円 ① ＋ 1,096 円② ＋ 1,063 円③ ＝ 74,199 円④ 

 

 （２）住宅扶助 

   ①住宅扶助実績値(令和３年度) 

    世帯数 ⅰ）北九州市：15,087 世帯   ⅱ）福岡市：27,837 世帯 

ⅲ）久留米市：4,390 世帯 

 ⅳ）福岡県：28,860 世帯（指定都市（福岡市 , 北九州市）及び中核

市（久留米市）分を含まない）          

 計：76,174 世帯（ⅰ～ⅳ） 

      ＊「2021 年度被保護者調査 年次調査〔個別〕第 3－10 表（１人）」より抽出 

住宅扶助実績値 

ⅰ）北九州市：21,069.4 円   ⅱ）福岡市：30,881.7 円 
ⅲ）久留米市：24,728.0 円 

ⅳ）福岡県  ：19,717.0 円（指定都市（福岡市 , 北九州市）及び中

核市（久留米市）分を含まない） 

＊「2020 年被保護者調査 年次調査〔個別〕第 3－10 表（１人）」より抽出 

（21,069.4 円×15,087 世帯＋30,881.7 円×27,837 世帯 

＋24,728.0 円×4,390 世帯＋19,717.0 円×28,860 世帯） 

÷ 76,174 世帯 ＝ 24,353.6 円⑤ 

 

 （３）生活扶助基準＋住宅扶助 

    生活扶助基準＋住宅扶助実績値 

 ＝ 74,199 円④ ＋ 24,353.6 円⑤ ＝ 98,553 円（生活保護） 

（小数点以下四捨五入） 

 

Ⅲ 最低賃金との比較 

 ・ 時給 870 円（令和３年福岡県最低賃金額）で月 173.8 時間（週４０時間）働いた

場合の 1ヶ月の収入（手取額）は、 

   870 円×173.8 時間×0.816（可処分所得割合）＝ 123,384 円（最低賃金） 

（小数点以下四捨五入） 

＊「可処分所得割合」とは、月 173.8 時間働いた場合の税・社会保険料を考

慮した可処分所得の総所得に対する比率 

・ 生活保護 － 最低賃金（※手取額）＝ 98,553 円 － 123,384 円 ＝ △24,831 円 

となるため、最低賃金が生活保護の水準を上回っている。この差額を 173.8 時間で

割って１時間あたりとし、0.816 で割って手取額から額面に換算すると、 

△24,831 円 ÷ 173.8 時間 ÷ 0.816 ＝ △175 円/時間（小数点以下四捨五入） 

となる。 
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参 考 

１級地－２ 福岡市 での最低賃金との比較 

（生活保護及び最低賃金は令和３年度のデータを使用） 

 

生活扶助基準(1・２類費（冬季加算を除く）＋第２類費のうち冬季加算＋期末一時

扶助費)＋住宅扶助実績値 

＝（73,830 円＋1,096 円＋1,127 円）＋30,881.7 円 ＝ 106,935 円 

(小数点以下四捨五入) 

 

最賃との比較 

   生活保護－最低賃金（※手取額） 

＝ 106,935 円 － 123,384 円 ＝ △16,449 円 

   

なお、１時間当たりでの差額は、 

 △16,449円 ÷ 173.8 ÷ 0.816 ＝ △116円/時間(小数点以下四捨五入) 
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資料 No.1 

 

令和５年賃金改定状況調査結果 

 

＜調査の概要＞ 

 

１．調査の地域 全国 

 

２．調 査 産 業 日本標準産業分類（平成 25年 10月改定）に基づく次の産業 

（ア）製造業 

（イ）卸売業，小売業 

（ウ）学術研究，専門・技術サービス業 

（エ）宿泊業，飲食サービス業 

（オ）生活関連サービス業，娯楽業 

（カ）医療，福祉 

（キ）サービス業（他に分類されないもの） 

 

３．調査事業所 

（１）数 16,489事業所 

（２）選定の方法 

事業所母集団データベース（令和３年次フレーム（速報））を母集団とし、常用労働者

数が 30 人未満の企業に属する民営事業所から、都道府県別、産業別、事業所規模別（※）

に層化無作為抽出により選定。ランク別、調査産業計において１人１時間あたり賃金上昇

率の標準誤差が 0.20％となるよう標本サイズを決定。ランク内の都道府県別、産業別、事

業所規模別の配分は母集団事業所数の構成比率で配分。 

※ 産業は上記２に掲げる７つの産業で、事業所規模は１～９人と 10～29 人で区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．集計労働者 32,180人 

  （うち、令和４年６月と令和５年６月の両方に在籍していた労働者は 26,256 人（81.6％）） 

 

５．調 査 事 項〔基準となる期日又は期間〕 

（１）事業所に関する事項 

イ 主要な生産品の名称又は事業の内容〔令和５年６月１日現在〕 

ロ 事業所の労働者数〔令和５年６月１日現在〕 

ハ 事業所の月間所定労働日数、通常労働日の１日の所定労働時間数〔令和５年６月分〕 

ニ 事業所の年間所定労働日数〔令和３年度分、令和４年度分〕 

ホ 賃金改定の状況〔令和５年１月～６月〕 

（２）労働者に関する事項 

イ 性、就業形態、年齢、勤続年数〔令和５年６月１日現在〕 

ロ 賃金形態〔令和４年６月分、令和５年６月分〕 

ハ 基本給額、諸手当〔令和４年６月分、令和５年６月分（見込額）〕 

ニ 月間所定労働日数、１日の所定労働時間数〔令和４年６月分、令和５年６月分〕 

 調査事業所数 集計事業所数 回収率 

Aランク 6,612 1,847 27.9％ 

Bランク 4,849 1,624 33.5％ 

Cランク 5,028 1,810 36.0％ 

合計 16,489 5,281 32.0％ 
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６．利用上の注意 

（１）集計結果は、抽出による標本誤差を含んでいる。 

（２）集計表中の空欄は、該当する数値がないことを示す。 

（３）集計表中の産業の掲載順序は、日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）における産業

大分類のアルファベット順に基づいている。 

（４）各都道府県に適用される目安のランクは以下の通り。 

 

ランク 都道府県 

Ａ 埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪 

Ｂ 北海道、宮城、福島、茨城、栃木、群馬、新潟、富山、石川、福井、山梨、

長野、岐阜、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、奈良、和歌山、島根、岡山、

広島、山口、徳島、香川、愛媛、福岡 

Ｃ 青森、岩手、秋田、山形、鳥取、高知、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、

鹿児島、沖縄 
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